
市政報告会
～もっと身近な、もっと熱い、

もっと分かり易い 市政運営～



Ｒ１（2019） Ｒ５（2023）

１余暇を楽しむ場所 35％ １余暇を楽しむ場所 35％

２雇用の場 28％
２買い物など日常生
活の利便性

33％

３公共交通機関 26％ ３雇用の場 27％

４買い物など日常生
活の利便性

20％ ４公共交通機関 26％

より「住みやすいまち」になるために必要なもの

市民意識調査 1

鹿屋市の
住みやすさ

Ｒ１（2019） Ｒ５（2023） 増減

住みやすい 30.1% 28.7% ▲1.4

どちらかというと住みやすい 41.0% 41.4% 0.4

どちらでもない 4.4% 13.3% 8.9

どちらかというと住みにくい 12.6% 9.5% ▲3.1

住みにくい 11.7% 6.9% ▲4.8

住みやすい理由（R5）

１ まちが安全で安心して暮らせる

２ 買い物などの日常生活が便利

３ 病院などの保健医療が充実している

４ 通勤・通学がしやすい

５ 水道や道路などの都市基盤が整備されている

•３世代が近くに暮らせる環境
（50代女性）

•買い物や公共機関等、利便性が良い
（60代男性）

•病院が揃っていて助かる。
（40代女性）

•休日の娯楽が少ない。学生が楽しめ
る場所がほしい（10代男性）

•魅力的な職場が少ない。大型ショッ
ピングモールや大きな工場等の誘致
（30代男性）

•公共交通機関が少ない。車がないと
どこも行けない（20代女性）

安心度

全国46位
（東洋経済新聞社）



鹿屋市の全国順位（1,741市区町村） 2

統計リアルhttps://statja.com/、OCN不動産住みやすさランキングhttps://house.ocn.ne.jp/toshi/、生活ガイド.comhttps://www.seikatsu-guide.com/rank_data/

10万人あたり百貨店

総合スーパー数

95位
（2021年）

15歳未満
人口割合

31位
（2023年）

ごみの

リサイクル率

1,265位
（2021年）

千人当たり

交通事故件数

526位
（2022年）

1万人あたり
病床数

61位
（2022年）

出生率
65位
（2023年）

千人当たり

刑法犯認知件数

284位
（2022年）

農業産出額

９位
（2022年）

https://statja.com/
https://house.ocn.ne.jp/toshi/


鹿屋市の県内順位 3

医師の数

２位
（2020年）

統計でみる市区町村のすがた2024、令和４年人口動態統計、鹿児島県「保健・福祉施設一覧(令和5年10月1日)」

高等学校
生徒数

２位
（2022年）

飲食店数

２位
（2021年）

耕地面積

１位
（2022年）

出生率
（人口千対）

４位
１位/19市

（2022年）

第１次産業

就業者数

１位
（2020年）

高齢者保健福祉
施設の数

（特別養護老人ホーム、デイサービスセン
ター、グループホーム等）

２位
（2023年）

10万人あたり百貨店

総合スーパー数

４位
２位/19市

（2021年）



財政 4

財政
大型事業の実施や市独自の子育て支援策を

拡充してきた中にあっても

将来にわたって持続可能で
健全な財政運営の確立



財政（10年前との比較）歳出 5

（令和５年度）予算規模は10年前から
福祉・子育て制度の充実や国・県の補助事業等を積極的に活用

280
358

165

259

2013 2023

民生費

総務費ほか

民生費（扶助費）
☞保育料や子ども医療費の無償化
☞障がい福祉サービスの充実

159 180

110
19344

30151

237

2013 2023

自主財源

市債

国県支出金

その他

自主財源の確保

国の経済対策等に伴う
国県支出金の増加

約40％増加

歳入歳出

＋94億円

＋86億円

＋83億円

▲14億円

総務費
☞ふるさと納税返礼品等
総合交通対策事業など

農林水産業費
☞県営土地改良事業
畜産クラスター事業など

617
億円

445
億円

640
億円

464
億円



扶助費とは生活に困っている人や子育てをしている世帯、
高齢者や障がい者などの生活を社会全体で支えるための
経費

財政 他市との比較 6

歳入に占める
償却資産の割合が低い

扶助費（R5）市税（R5）

鹿屋市調べ

歳出に占める
扶助費の割合が高い

区分 鹿屋市 霧島市
薩摩
川内市

（人口） (98,594) (122,442) (90,380)

個人市民税 41億 55億 39億

法人市民税 6億 11億 8億

固定資産税 54億 88億 99億

償却資産 15億 31億 56億

その他

軽自動車税、たばこ税、
入湯税、都市計画税

17億 22億 16億

市税合計 118億 176億 162億

償却資産税とは、企業が保持する土地・家屋以外の機材や設備
にかかる税金のことで、固定資産税の一種（課税標準額が150
万円以上の場合に課税）

鹿屋市 霧島市
薩摩

川内市

186億 211億 150億
歳出の

30.1％
歳出の

28.8％
歳出の

25.3％

薩摩川内市と比較すると

・保育所運営費（＋11億円）

・障がい者（児）自立支援事業費（＋11億円）

・生活保護費（＋８億円）



財政 財政の健全化 7

125

246

基金残高（貯金）

2013 2023

121億円の増

404
358

市債残高（借金）

2013 2023

46億円の減

財源の確保
☞ふるさと納税の推進

歳出の抑制
☞事業成果や費用対効果等に

基づく予算配分

☞DXの推進
会議・出張等のリモート化、ペーパレス化、定型業

務への RPA の導入など

☞立地適正化計画の推進
人口減少を見据えた集約化や規模の適正化

☞公共施設等

総合管理計画

等の推進

２千万円
（2013）

35億円
（2023）

全国
52位

企業版／クラウドファンディング型ふるさ
と納税、ネーミングライツの導入

☞未利用財産の売却・活用
☞基金の債券運用 など

☞市税の収納率向上

☞新たな資金調達の活用

一人当たり

360千円

県内１位
19市中最少

一人当たり

247千円

県内13位
19市中

交付税措置額290億円
を除くと68億円



将来にわたって持続可能で健全な財政運営の確立

財政 今後の財政運営の課題 8

人口減少と
少子高齢化の進行

☞税収など歳入の減少
☞扶助費など社会保障関係費の増加

頻発化・激甚化する自然災害
☞災害の未然防止と市民の安全安心な生活
基盤の構築（防災・減災対策）

☞不測の事態への即時・的確な対応

公共施設、インフラの老朽化
☞今後、改修や更新を要する市有施設の増加
（小中学校施設・市営住宅）

☞資材価格、人件費の高騰にともなう長寿命
化対策経費の増加

子育て支援の拡充に伴う対応
☞子育てに関するニーズの多様化・複雑化
☞結婚、妊娠・出産、子育ての希望を叶え、
安心して産み育てられる環境づくり

物価高騰への対応
☞金利上昇に伴う利払費への対応
☞人事院勧告による職員人件費
（会計年度任用職員含む）の増加

鹿屋市行財政将来ビジョン（令和５年度～14年度）

歳入の見通し
☞一般財源である市税の大幅な増収は
見込めない

☞国からの地方交付税等は、景気動向や
税収などと連動することから、全体と
して大幅な増加は見込めないこと

☞有利な地方債である合併特例債の発行
期間が、令和７年度で終了を迎える



産業構造 9

産業構造
10年前の鹿屋市の経済活動との比較
鹿屋市の中心産業は第３次産業
大隅地域の中心都市として

一定の人口規模、関係人口の創出が重要



☞コンビニ、 スポーツジムが増加

（46    52店）（2 14店）

産業構造 市内総生産・市民所得 10

市内総生産
経済活動によって生み出された付加価値の総額

3,663億円
（2021）

市民所得
居住者の生産活動により生産された付加価値の合計

2,575億円
（2021）

2,302億
（2011） ＋273億＋776億

❝まち並み❞ ❝市街地の賑わい❞の変化

☞ホテル・旅館（収容人数）が増加

（1,205人 1,860人）

経済センサス。鹿児島県「市町村民所得推計」、鹿屋市調べ

第一次産業＋136億（農業＋132億）

第二次産業＋408億（製造業＋242億、建設業＋165億）

第三次産業＋216億
（保健衛生・社会事業＋126億、卸売・小売業＋121億）

雇用者俸給（労働を提供した雇用者への分配額）

＋138億
財産所得（資産の所有・運用により生じる所得）＋14億
企業所得（企業者が経営活動によって得る利益）＋67億

☞大規模小売店舗が増加
ホームセンター、農産物直売所 等

☞ロードサイド等の飲食店が増加
ファミレス、カフェ、ラーメン店、焼肉店等

商店街や若手経営者等と連携したイベント等
・りなかる りなぱ！ハロウィンパーティー
・冬華火 with 冬祭り
・KITADA SARUGGA
・リナシティまるごと食フェス
・かのやMeets2024 ・鹿屋台 Summer festival

2,887億
（2011）



産業構造 第３次産業のまち 11

鹿屋市は第３次産業のまち
第１次産業：９％
第２次産業：19％

第３次産業：72％

23%

18%

10%

7%
7%

4%

4%

27%

2021年 第３次産業就業者の割合

【全国】

医療
福祉

卸売
小売業

学術研究

教育

その他

宿泊・飲食運輸・郵便業

公務

「医療・福祉」「卸売・小売業」が半分を占める

拠点性・人口規模に基づいた

サービス産業が主体

28%

24%
9%

8%

7%
4%

2%

18%

2021年 第３次産業就業者の割合

【鹿屋市】

医療
福祉

卸売
小売業

公務

教育

その他

宿泊・飲食

運輸
郵便業

学術研究



区

分
官公庁
従業者

病床数
宿泊
収容
人数

高校
高校生
数

総数 11,261 3,649 4,046 13 4,866

鹿屋市
5,894

（52％）

2,356
（65％）

1,960
（49％）

７
（54％）

3,164
（65％）

垂水市 581 667 667 1 74

曽於市 1,312 607 74 1 413

志布志市 1,545 224 685 2 979

大崎町 365 - 541 - -

東串良町 221 - - - -

錦江町 328 196 29 - -

南大隅町 290 - 82 1 84

肝付町 725 140 8 1 152
R3経済センサス‐活動調査、R4医療施設動態調査、鹿屋市調べ、R5鹿児島県学校基本統計

産業構造 大隅における鹿屋の位置づけ

大隅地域の中心都市として、「人」・「モノ」が集積

12

肝付町、垂水市、東串良町、錦江町では、住所地外通勤者の過半数が鹿屋市に通勤

 大隅地域の中心都市として拠点性・中心性の向上が重要

鹿屋市

垂水市

曽於市

志布志

市

大崎町

東串良

町

錦江町

南大隅

町

肝付町

75％

51％

41％

53％
54％

33％

20％

63％

都城市

昼間人口は
夜間人口の＋１％

5％

総務省「国勢調査」



人口動態 13

人口動態
鹿屋市の人口減少・高齢化

大隅地域の人口急減

人口減少対策・大隅地域の防波堤



人口動態 総人口の推移と将来推計

106,462 105,070 101,096 96,269 92,472 85,320 78,294 

178万
170万

159万 152万 145万
131万

117万

1億2,700万 1億2,800万 1億2,700万 1億2,300万 1億2,000万
1億1,300万

1億500万

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

2000 2010 2020 2025 2030 2040 2050

[単位：人] 鹿屋市 県 全国

総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

14

鹿屋市は2000年以降、人口は減少し続けている
※2025年から2050年の減少率は、2000年から2025年と比較して急増

推計

減少率 2000～2025 2025～2050

国 3.1％ 14.6％

県 15.0％ 22.9％

鹿屋市 9.6％ 18.7％



△2.5％

人口動態 地域別の人口推移

輝北・串良・吾平の３地域は、
1956年（昭和31年）をピークに人口が大きく減少
※３地域とも、2010年から2023年にかけて1,000人以上減少

総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

15

2010 2023

串良

2010 2023

輝北

5,000

2010 2023

吾平
11,035
（1956）

18,567
（1956）

9,858
（1956）

74,970
（1956）

鹿屋 81,591
（2010）

79,551
（2023）

△12.4％
△17.9％ △31.6％11,552

13,194

7,221

5,930

3,881

2,656



人口動態 年齢３区分別人口の推移と推計

労働人口及び年少人口は2000年以降継続的に減少傾向
※若者（支える人）は減っていき、老年人口（支えられる人）の割合が高まる

18,173
15,134 12,231

10,632 10,314

65,835

54,584
49,077

44,427
41,446

22,232

29,928 31,164 30,261 30,081

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

2000 2020 2030 2040 2045

[単位：人]
年少人口
0～14歳

労働人口
15～64歳

老年人口
65歳～

総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

16
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【人】 女性の年齢別人口推移(2015-2020年)

人口動態 社会動態：転出の推移

社会減（転出超過）が続いている
若者（10歳代、20歳代前半）の人口が大きく流出

総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」鹿屋市住民基本台、学校基本調査
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女性の減少
（10代～20代前半）

-354
-384

-349

-193

-100

-390
-500

-400

-300

-200

-100

0

2018 2019 2020 2021 2022 2023

[人] 社会増減

【転入】 【転出】

１ 転勤 42％ 転勤 40％

２ Uターン 18％ 市外で就職 31％

３ 転居
（転勤以外）

14％
進学 ６％

結婚 ６％

転入出の主な理由（R5アンケート結果）

増加するが10代～20
代前半の減少を補え

ていない

５歳階級ごとに、その階級の人口を５年後の人口から差し引い
て得られる純移動数（年齢階級別純移動数）



63%

33%

高校生の進路状況

進学等 就職者 その他

進学先
市内：3％
市外：39%
県外：58%

17%

30%
53%

高校生の就職状況

市内 市外 県外

人口動態 高校卒業後の進路状況

鹿屋市調べ、学校基本調査

18

2023年卒業の高校生

63％が進学し、うち市内での進学は３％
33％が就職し、うち市内での就職は17％

鹿屋市外を希望する主な理由(R5) 割合

都会で暮らしてみたい 20.5％

地元を離れて一人暮らしがしたい 19.4％

希望する企業が市内にない 9.9％



人口動態 合計特殊出生率

合計特殊出生率は国・県より高いが
2011年をピークに減少

厚生労働省政策統括官付参事官付人口動態・保健社会統計室「人口動態統計」、厚生労働省「人口動態統計」鹿屋市統計、国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査」

19

合計特殊出生率
人口維持に必要な水準：2.07

県

1.54
（2022）

国

1.26
（2022）

鹿屋市
2.07
（2011）

1.74
（2022）

28.4
29.1

26.8

28.4

24

26

28

30

2000 2020

平均初婚年齢 男性 女性

12.3

21.3

5.7

15.9

2000 2020

0

10

20

30
50歳時未婚率

未婚
男性の５人に１人
女性の６人に１人

晩婚化の進行

歳 ％

 理想の相手にめぐり会わない
 自由や気楽さを失いたくない
 まだ必要性を感じない

 趣味や娯楽を楽しみたい
 結婚資金が足りない独身でいる理由
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人口動態 大隅半島の人口推移

本市を除く大隅半島３市５町の人口減少が著しい

20

2040年には
鹿屋市の人口を下回る

 人口減少対策・大隅地域の防波堤
総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」



人口動態 人口減少が地域に及ぼす影響 21

 人口減少対策ビジョン（2023年策定）

人口減少が進むと・・・

様々な
社会的・経済的
課題の深刻化

医療・福祉対策への影響
高齢者が増加

支える生産年齢人口が減少

行財政サービスへの影響
税収など歳入が減少

社会保障関連経費等が増加

・企業や農業等の労働力・担い手不足
・人口規模の縮小による
生活関連サービス業の撤退、縮小

・高齢農家の離農増加や
荒廃農地の拡大等

・医療や介護の需要の増加
・社会保障制度の維持が困難に
・支えるサービスや人材の不足

・財政の硬直化
・公共施設、インフラの老朽化等
への対応が困難に

・行政サービス水準の低下

産業・雇用への影響

働く人口が減少

地域生活への影響

高齢化や担い手不足

・共助機能の低下
・学級数の減少、学校再編
・地域公共交通の減便
・空き家の増加、景観の悪化



人口動態 人口減少対策 22

鹿屋市人口減少対策ビジョン
～2060年に９万人程度の人口を維持する～

４つの重点
プロジェクト

1.働きたくなる・住みたく
なるプロジェクト
（社会減対策）
• コワーキングスペースの整備や新たな
産業用地の確保

• 移住サポートセンター相談支援等

4.かのやシビックプライド
プロジェクト

（まちへの誇りや愛着の醸成）
• まちの特性を生かした魅力づくり
• まちに誇りや愛着をもつ人づくり
• まち・人・環境に優しい地域づくり

3.来未につながる地域づくり
プロジェクト
（持続可能な地域づくり）

• 地域経営へのチャレンジ
• 地域課題解決への取組強化

2.みんなで育む
「かのやっ子」プロジェクト
（自然減対策）
• 出会いや結婚へのサポート
• 子育て支援の充実
• 若者の人生設計へのサポート

目指せ！かのやマスター：地域の案内人

◆かのやふるさと検定◆
歴史・文化・自然・生活などを総合的に学ぶ！

鹿屋市の魅力再発見



産業 23

産業
農林水産業の振興

販路開拓・地域ぐるみの６次産業化
雇用・創業
多様な働き方
企業立地
交流人口

人口減少が進む中にあっても
地域の活力を維持し、産業の発展を目指す



農業の振興 鹿屋市の農業 24

鹿屋市の農業
耕地面積（ha）

耕地利用状況（ha、令和4年）

耕地面積はR4面積調査、荒廃農地面積は鹿児島県「荒廃農地の発生状況」

水稲 さつまいも 野菜
果樹・花き・

花木
茶 飼料作物 その他

1,150 1,639 1,383 67 356 5,345 60

農業産出額（千万円、令和４年）

農業
産出額

A+B+C

耕種
A

加工農
産物B米

いも
類

野菜 果樹
花き・
花木

工芸
農作物

その他

4,601 1,136 100 244 458 ３ 273 50 8 17

令和４年市町村別農業産出額（推計）

畜産
C 肉用牛 乳用牛 豚 鶏

3,448 1,803 133 1,103 409

総土地 耕地 田耕地 畑耕地 荒廃農地

44,815 9,270 1,970 7,300 932



農業の振興 農のまちかのや 25

農業の振興

 担い手不足にあっても、生産性
向上・収益向上に向けて
農地集約、経営規模拡大支援、
IoT等の先端技術をを活用した
スマート農業の推進
※IoTとはIT機器を活用した省力化・高品質化

 従事者の高齢化や担い手不足
新規従事者、後継者の確保

 地域ぐるみの６次産業化などの
高付加価値化 販路開拓・拡大

農業産出額は全国９位で国内トップクラス
（畜産は全国５位）

国内外の厳しい環境変化と闘える足腰の強い農業経営の確立を支援
～鹿児島県は日本一の和牛産地（第12回全国和牛能力共進会）～

持続可能な
「農のまちかのや」

の構築

従事者の減少・高齢化の一方、
経営規模の拡大、法人経営は増加

☞担い手の確保
☞生産基盤の強化
☞農村環境の保全
☞加工・流通・販路開拓



農業の振興 担い手の確保 26

担い手の確保
毎年度10人以上の新規就農者を確保

新規就農者就農支援
農業後継者就農支援

☞農業後継者の規模拡大に係る機械等の整備補助

☞新規就農者に対する就農前の研修の生活支援

3,261 2,898 2,337
1,160

2,281
1,998

1488

808

5,542 人
4,896 人

3,825 人

1,968 人

2005 2010 2015 2020

普段仕事として農業に従事している人の数

65歳以上 15-64歳

農林業センサス

農業者数は減少
経営形態の別にかかわらず、

多様な担い手を確保・育成
する必要がある

新規+後継者

担い手確保・育成
（2014～2023）

127人
○農業者数が減少する中、本市では
（１）経営面積５㏊以上の農業者の割合が多い（鹿屋市：15.1% 県：11% 全国9.6%）
（２）法人の認定農業者が増えている（平成26年：104経営体 → 令和５年：157経営体）

などから、経営の大規模化が進んでいる。

多様な担い手への支援
☞集落営農､兼業農家､農福連携など多様な担い手に係る
機械等の整備補助



担い手等への貸し付け857ha
東京ドーム約183個分

(2015～2023)

機械・施設整備への補助
（ハウス設置、トラクター導入等）

農業の振興 生産基盤の強化 27

生産基盤の強化

農地の集積・集約
☞中核的な担い手への農地の集積・集約を推進

荒廃農地・遊休農地の解消
☞農地利用の実態把握（利用状況・利用意向調査）など

生産力の高い基盤の整備
☞経営の大規模化や施設・機械整備などを支援

スマート農業の推進
☞労働力不足や生産性の向上等の課題に対応

47件導入実績（R1～R5）

環境制御装置 24件
農業用ドローン 12件
ロボットトラクター 2件 ほか

「地域計画」策定中
（10年後も担い手が農地を有効活用するための計画）

畑かん営農の推進
☞畑かん施設を活用した水利用効果の高い作物の推進

輪作の取組への補助
（さつまいも等の後作に、ごぼう、
にんじん等の作付けを推進）



ビニールハウスで使用する暖房機の熱源を

化石燃料から電気への切替えを推進

環境に配慮した営農活動に取り組む

農業者団体等への支援

「鹿屋市有機農業推進方針」
の策定（令和７年３月予定）

農業の振興 農村環境の保全・農業に親しむ 28

農村環境の保全・農業に親しむ

農業に親しむ機会の提供
☞市民ふれあい農園や黒羽子観光農園等での農業体験会

鳥獣被害対策
☞侵入防止柵や緩衝帯の設置等
（被害：イノシシ76％、イモ類の被害が最多）

環境保全型農業の推進
☞環境への負荷を軽減し、持続可能な農業を推進
☞土壌診断に基づく適正施肥と土づくりの推進
☞有機農業の取組への支援

多面的機能の維持・発揮
☞地域の共同活動に対する支援

侵入防止柵の整備（H23～R5）

総延長:約17km

活動組織への支援
（交付金：R5）

38組織
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臭気対策
☞臭気対策資材の活用
（EM菌培養液、アンモニアメッシュ等）

☞畜産環境パトロール・巡回指導の強化

☞自己処理施設放流水水質検査の実施
☞臭気の原因・対策の検証

（外部の専門家による臭気の発生源等） など

農業の振興 畜産 29

畜産収益力の向上と生産基盤の拡大
☞規模拡大や収益性の向上のための施設整備等を支援
☞畜産環境改善を図るための施設・機械整備等を支援
（畜産クラスター事業等）

畜産農家の規模拡大の支援や
臭気対策の強化による環境と調和した畜産振興

畜産の産出額

全国５位

臭気に関するアンケート結果
項目 R5 R4 増減

臭気を
感じる

58.0％ 60.3％ ▲2.3％

前年と比較して

においが
少なくなった

35.5％ 15.9％ 19.6％

施設整備
（2016～2023）

35件

機械導入
（2016～2023）

641件 ・肉用牛頭数：約2割増
・戸数：約４割減
・1戸当たりの飼養頭数は10年で倍増

15頭/戸

30頭/戸



水産業の振興 かのやカンパチ 30

水産業の振興
日本でもっとも古くからカンパチ養殖がはじまったまち

海面養殖水揚高（総生産額の99.1％）

35億円 47億円
(2013) (2023)

物価高騰への
支援

（えさ、養殖種苗等）

☞経営の安定
☞生産量の維持

養殖の
魅力発信

☞養殖従業員の確保
☞次世代へ経営承継

☞新加工場の整備
800尾⇒2,700尾／2時間
26万尾⇒40万尾／年

☞高次加工
フィレ、ロインのほか、
刺身パック・漬け丼セット等

☞浮桟橋の整備

販売促進

カンパチ生産量
（2022年度）

全国シェア：15％
県内シェア：26％

HACCP等対応



人材育成
装備等の経費支援

林業の振興 次世代へつなぐ森林づくり 31

豊かな資源を次世代へつなぐ森林づくり

☞戦後に植えた人工林が伐採期
☞社会的環境意識の高まり など

世界では１分間に
東京ドーム２つ分の

森林が消失
（2010～2020年平均）

森林環境譲与税を活用した取組

森林の主な機能
（森林の多面的機能）

☞森林の持つ機能の持続的発揮
☞地域における林業と木材産業の再生

市面積の約52％が森林(23,088ha)
民有林69% (15,837ha)
国有林 31% ( 7,251ha)

森林整備
私有林の整備支援

普及啓発
森林体験学習

木材利用
森林認証の取得

☞地球温暖化の防止
☞災害防止（表土浸食防止）

☞水源のかん養（水資源貯留、水質浄化）

鹿屋市豊かな森林づくり推進協定
市国県、大隅森林組合など７関係機関（H27年締結）

目
的

環境の変化

鹿屋市森林・林業振興計画
(R5.3策定）

☞林業生産額：２割アップ
（ 85千万円 → R14年度：102千万円）

☞木材生産量：１割アップ
（73,000㎥(立米) → R14年度：80,000㎥）

☞再造林率：３割アップ
（53.2％ → Ｒ14年度：70.0%）



（2017） （2023）

約２千万円 約15.3億円

販路開拓
地域ぐるみの６次産業化

販路開拓・地域ぐるみの６次産業化 32

バイヤー等との商談機会の提供

商談成立（契約）

海外でのプロモーション活動等

輸出実績

（2017～2023） 340件

☞バイヤー等の招聘（商談機会の提供）

☞展示会や商談会等への出展支援

☞海外におけるプロモーション活動、

関係機関と連携した輸出の推進
など

農林水産物・加工品の販路開拓

☞商品開発支援（21件：R1～R5）

☞異業種交流の場の創出
「食・農ビジネスかのや未来フォーラム」(R4)

☞食品加工企業の立地促進
H26以降で５社立地（新設）

地域ぐるみの
６次産業化の推進

国内

国外
区 分 品 目

2023年度
主な

輸出内訳

さつま芋 約8.5億

和牛 約6.6億

その他 約0.2億



雇用・創業支援 33

企業の採用活動の支援

合同企業説明会
☞企業の担当者と直接面談

求人情報発信支援事業
☞事業者の採用活動を支援

企業見学会

☞高校生の地元企業訪問バスツアー

マッチング数
就職につながった人数
（2021～2023）

※R6.10月集計時点

合計

227人
68社

38
28

45
52 54
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創業（起業）を支援

創業応援ネットワーク連絡会議
鹿屋市、鹿屋市産業支援センター、鹿屋商工会議所
日本政策金融公庫（鹿屋支店）、かのや市商工会

地元企業の人材確保

創業支援件数
※各支援機関からの報告を積上げ（延べ件数）

令和５年度創業者：24人
業種 件数 業種 件数

サービス業 ６ 建設業 ２

卸・小売 ５ 製造業 ２

飲食 ４ 情報通信業 1

医療・福祉 ３ 教育・学習支援業 １



多様な働き方 34

コワーキングスペース
☞転職なき移住・２拠点生活の実現！
☞職種や仕事が異なる利用者の交流！

都市と地方を結ぶ「共に働き、共に創る交流拠点」

かのや女子起業ラボ
女性向けの起業スクール

かのや共創ラボ
地元企業と都市圏企業が協力し、
新たなビジネス等を創出する

フリーランスや副業など
多様な働き方ができる環境づくり

新たなビジネス等の創出

フリーランス 個人事業主

良いアイデ
アが浮かば

ない

情報を得る
機会が少ない

RINA BASE+で交流

・良いアイデア！

・新しい情報！

・新しい人脈！



企業の進出・定着を支援

企業立地 35

企業立地（2014～2023）

26件 新設10件・増設14件・移設２件

新たな雇用約500人

各種支援
工場等用地取得、建物・機械設備、

施設賃借料など

『PRESIDENT』‘24.10.4号掲載
新たな産業用地の確保

若者やＵＩＪターンの受け皿



交流人口 地域資源を生かした観光ツーリズム 36

地域資源を生かした観光ツーリズム
平和ツーリズムの推進

豊かな自然や食を活かした誘客

修学旅行生の受入

６校
（2023）

民泊の登録件数

46家庭

（2019）

55家庭

（2023）

・戦争遺跡の保存整備
・戦争に関する資料収集
・平和学習ガイドの養成・活用

戦跡VR映像（計3種類）

① 串良第一地下壕電信室
② 串良平和公園
③ 進駐軍上陸の碑
④高須トーチカ
⑤ 川東掩体壕
⑥ どっ菜市場

４校
（2019）



24,198 人
20,357 

3,193 

10,027 

19,128 

36,696 人
2.8億円

4.8億円

2018 2019 2020 2021 2022 2023

延べ宿泊数 経済波及効果

交流人口 スポーツ合宿まちづくり 37

過去最高

スポーツ合宿まちづくり
合宿延べ人数県内トップクラス

 鹿屋体育大学等との連携や運動施設を生かしたスポーツ合宿・大会の推進

 スポーツ交流人口の増加と地域・経済の活性化

新型コロナウイルス かごしま国体・大会

地域や団体と連携した
合宿の推進

『ささえる』
地域団体による豚汁のふるまい

『みる』 市民とトップアスリートとの交流

『する』

鹿屋体育大学での

測定による

パフォーマンス向上



2025年秋完成予定

野里運動施設の整備

鳥瞰図イメージ

交流人口 スポーツ施設の整備 38

☞サッカー場１面
(少年用２面)

☞テニス場10面

☞ウォーキングコース

☞鹿屋市体育館・武道館の空調設備設置

☞鹿屋運動公園 陸上競技場のウレタン舗装
☞高隈艇庫、中央公園テニス場、かのやグラウン
ド・ゴルフ場の改修など

スポーツ関係施設再配置計画に基づいた施設整備
誰もが日常的にスポーツに親しむ環境づくり

野球場
屋内練習場
多目的グラウンド
平和アリーナ
(床、LED、駐車場等)

スポーツ交流の拠点

平和
公園



子育て 39

子育て
子育て支援の充実
教育環境の充実
学校跡地の活用

地域社会全体で協力し合いながら
子どもたちが健やかに

成長できる社会を築く



子育て支援の充実：子育て世帯への切れ目ない支援

妊娠時期 出産~３か月 ３か月~６か月 ６か月~１歳 １~３歳 ３歳~就学前 就学後

健康診断

妊婦健康診査 産婦健康診査

妊婦歯科健診 乳幼児健康診査

予防接種

支援事業
教室

鹿児島子育て支援パスポート事業（18歳未満）

子育て支援アプリ「かのや育memo」

チャイルドシート無料貸出事業

かわいい孫への贈り物事業

パパママ教室

妊婦訪問 新生児訪問 離乳食教室

産後ケア事業（訪問・宿泊・日帰り）

母子相談

手当
助成

出産・子育て応援給付金

妊婦初回産科受診料助成

出産育児一時金 就学援助

未熟児療育医療 給食費無償

自立支援医療（育成医療）

児童手当 児童扶養手当

こども医療費助成

あずける
あそぶ

保育所・認定こども園

病児保育（~中学校入学前） 幼稚園（2歳児預かり~小学校入学前） 放課後児童ｸﾗﾌﾞ

休日保育・一時預かり

ファミリーサポートセンター

あそVIVA!かのや

つどいの広場

40

12,000円分の育児用品購入助成金
をプレゼント

市立小中学校
給食費を全額支援

雨の日でも
のびのび遊べる

子どもの送迎や預かり等の育
児支援を有償で受けられる

妊娠から出産、育児までの必要な情報等で、
子育てをサポートするアプリ



子育て支援の充実 経済的支援・環境づくり 41

子育ての経済的負担の軽減

無償化

子ども医療費
18歳の３月末まで

非課税世帯に現物給付

小・中学校

学校給食費

３～５歳児:保育料無償
０～２歳児:非課税世帯

保育料

安心して子育てができる環境づくり

助成
給付

妊婦初回産科受診料助成

不妊治療費助成
977件（2015～2023）

かわいい孫への
贈り物

出産・子育て
応援給付金

伴走型相談支援
助産師・保健師による専門的きめ細かい支援

ファミリー・サポート・センター
子どもの預かり・送迎、家事支援

R5利用会員：322人 サポート会員：287人

産後ケア
産後の心理的・身体的な負担を軽減

情報発信
・子どもの成長に応じた情報の配信
・予防接種の管理・通知機能 など

支援

チャイルドシート無料貸出
R5 貸出：302件

１か月児
健診費
Ｒ6.4 ～



子育て支援の充実 環境づくり・障がい児支援 42

安心して子育てができる環境づくり

かのやわくわく
キッズまつり

18か所
（2007）

イベ
ント

育むHelp

病児保育（１か所）
（病気で保護者が仕事等のため家庭で保育できない）

放課後児童クラブ

交流

35か所
（2023）

早期
療養

早期
発見

障がい児への支援
母子相談、乳幼児健診
保育園等への巡回訪問

通所支援
☞児童発達支援
☞放課後等デイサービス

その
他

レスパイトケア等
（日中一時支援、短期入所）

医療的ケア児への支援
☞保育所等の受入体制の整備を支援
☞通院通学などの送迎負担を軽減
（タクシー料金助成） など

訪問支援（居宅介護等）

あそVIVA！かのや
つどいの広場（8か所）

一時預かり（13か所）
（保護者の病気、仕事、出産等で預けたい）

休日保育（１か所）
（日曜・祝日に仕事等のため家庭で保育できない）

寺子屋事業

２か所
（2016）

31か所
（2023）



学校 完成
祓川小学校 2023.1月
下名小学校 2023.2月

笠野原・寿・西原小体育館
2024.2月上小原中学校

吾平中学校
西原台小学校 整備中

（R6年度完成予定）東原小学校体育館

教育環境の充実 学校施設の整備 43

学校施設の整備

老朽化への対応
校舎等を整備

小学校 16 校
中学校 8 校

学校施設長寿命化計画に
基づく施設整備

トイレ洋式化、バリアフリー化など

祓川小学校 校舎

空調化率（2024.3末）

普通教室 特別教室
小学校 100% 93.4%
中学校 100% 92.6%

大規模整備

寿小学校 体育館

空調の整備

（2021～2030）



教育環境の充実 鹿屋女子高等学校の活性化 44

鹿屋女子高等学校の活性化 新校舎の完成

学校教育の振興、地域社会の発展、人材教育の強化

☞連携協定：鹿児島純心女子短期大学
鹿児島女子短期大学

部活動の支援
☞鹿屋体大との連携
☞楽器寄附ふるさと納税

総合選択制
～自分で選ぶ、自分にピッタリな授業～

地域の専門家やプロが教える

好きな科目を選べる

科目

ブライダル
科目

アプリ開発

総合選択科目：12科目

科目

医療事務

定員充足率・生徒数は上昇
77.5％
465人
（2018）

83.5％
501人
（2024）

なのはなホール（多目的ホール）



教育環境の充実 学校規模適正化（学校再編） 45

保護者、地域住民と共通認識を図り、学校再編を検討

学校教育課

児童・生徒数は1975年から
2024年にかけて６割に減少

過小規模 小規模 適正規模 大規模

小学校 ６ ９ ７ １

中学校 0 10 1 1

合併後の学校再編

小学校数 31校

中学校数 14校

23校

12校

一定規模以上の学級数を確保し、
児童生徒にとって良好な教育環境を整備

学校規模適正化
小学校の約７割
中学校の約８割は小規模校

9,470

6,137
5,335

4,686

5,346

3,125 3,103
2,321

1975 2024 2029推計 2040推計

児童数 生徒数

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」
に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成



架け橋２．

スクールソーシャルワーカー（3人）

教育環境の充実 不登校児童生徒への対応 46

不登校児童生徒への支援や未然防止

心の架け橋
プロジェクト

☞学校の教育相談体制の充実
☞学校復帰を含めた社会的自立に向けた支援や指導

不登校児童生徒数（鹿屋市）

小学生
中学生

文部科学省 統計

架け橋

１

２

３４

５

16人
99人
（2014）

59人
164人
（2023）

合計

223人
（2023）

1,000人当たりの

不登校児童生徒数

37.2人
（全国）

35.1人
（県）

23.9人
（鹿屋市）

架け橋１．マイフレンド相談員（9人）
マイフレンド指導員（3人）

架け橋４

子どもサミットの開催

架け橋５

いじめ第三者委員会

☞必要な支援につなぐ（関係機関との連携）

☞児童生徒の
相談相手

架け橋3．

スクールカウンセラー（5人）

☞児童生徒のカウンセリング☞児童生徒の意識啓発
自主的な取組を推進

☞重大事案発生時に対応



学校跡地の活用 47

旧菅原小学校
～ユクサおおすみ海の学校～
☞体験型宿泊・観光施設

旧高須中学校
☞スケートボードパーク
☞ドローンフライトパーク

旧浜田小学校
☞キャンプ場
☞レンタルオフィス等

旧平南小学校
☞サツマイモの選別、出荷等

旧神野小学校
☞キャンプ場

旧高尾小学校
☞キクラゲの菌床栽培

R1 R2 R3

宿泊
人数

3,141 2,653 2,666

R4 R5

3,433 3,003

R1 R2 R3

キャンプ

利用
人数

70 666 3,629

R4 R5

3,298 3,256



暮らし 48

暮らし
新型コロナウイルス感染症

高齢者の暮らし、医療・福祉、スポーツ
地域経営、多文化共生

持続可能なまちづくり、生活基盤、環境

豊かで充実した暮らしを守るため、
個々人、地域、社会全体で力を合わせ
一人ひとりが安心して暮らせる環境を整える



新型コロナウイルス感染症 49

新型コロナウイルス感染症
（世界的大流行）

2019年12月
第１例目の感染者報告

医療体制の構築
医療機関との連携

2020年1月
国内最初の感染者確認

2020年４月
緊急事態宣言

2023年5月
５類感染症へ移行

市民の皆様・事業者の善意
マスク、飛沫感染予防具、非接触型体温計、

福祉施設へのお茶の寄贈など

新型コロナウイルス感染症対策
☞事業者等支援（飲食業支援、休業協力金等）
☞市民生活支援（特別定額給付金、水道料金の減免等）
☞感染拡大防止（ＰＣＲ検査等）
☞ワクチン接種
など



50
高齢者の暮らし 介護 50

(出典:地域包括ケア「見える化」システム）

〇介護認定者と認定率は低下

〇要介護３～５の中重度認定
者の割合が多い

4,629 
5,164 

5,784 5,994 5,923 5,621 

18.4%
20.1% 21.4% 21.3%

19.9%

18.5%
15.9% 16.2%

17.8% 17.9% 18.5%

19.4%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

H18 H21 H25 H27 R1 R5

市認定者数 市認定率 全国認定率

（40％）（40％）

介護保険制度とは

介護を要する人を社会全体で支える仕組み

介護保険料は高くなる

認定別割合と65歳以上１人あたり介護給付月額

区分
要介護

3～5
要介護
1～2

要支援
1～2

65歳以上
1人あたり
介護給付月額

国 6.5％ 7.3％ 5.6％ 20,683円

県 6.9％ 6.9％ 5.1％ 21,103円

市 7.4％ 6.9％ 4.2％ 24,136円
出典:地域包括ケア「見える化」システム

認定別割合：R5年度実績 65歳以上１人あたり介護給付月額：R3年度実績

介護度が高いほど、必要な介護サービス
が多くなり、費用も高くなる

2023年度版「高齢社会白書」

区分 国 県 鹿屋市

施設サービス 7,318 7,933 6,770

住居系サービス 2,609 3,013 4,154

在宅系サービス 10,756 10,156 13,211

総額 20,683 21,103 24,136



ボランティアによる地域貢献活動や健康づくり
活動の推進
☞高齢者元気度アップ・ポイント事業
☞高齢者地域支え合いグループポイント事業

地域住民が気軽に集える場所づくりを通じた

51
高齢者の暮らし 健康づくり・仲間づくり 51

鹿屋市調べ

運動サロン
（2016）

参 加 者 ： 1 0 0 人
サロン数： ６か所

（2023）

2,063人
123か所

その他サロン

（2023）

2,782人
157か所

（レクリエーション、茶話会等）

「健康づくり」や「仲間づくり」の推進

鹿屋体育大学等との連携
☞介護予防等につながる活動を展開

（2016）

参加者 ：2,157人
サロン数：123か所

サロン活動の普及・拡大
☞高齢者サロン等加入促進事業
☞高齢者運動サロン育成事業



高齢者の暮らし 認知症 52

令和６年版高齢社会白書、鹿屋市調べ

声かけ訓練
地域における見守り支援の強化等

認知症サポーター養成講座
認知症の正しい知識と理解、本人や家族を支援

認知症本人やその家族を
地域ぐるみでサポート

認知症になっても、本人の意思が尊重され、

住み慣れた地域で暮らし続けられるまち

チームオレンジ
本人・家族のニーズと認知症サポーターを中心とした支
援をつなぐ仕組み

行方が分からない時のために
ＧＰＳ貸与・見守りシール交付

行方不明者で
市に捜索願のあった方
（R５年度~R6現在：鹿屋市調べ）

10人

うち

認知症の疑い

４人

（国の推計）2060年には

65歳以上のおよそ６人に１人

認知症高齢者（鹿屋市・2023）

65歳以上の８人に１人

チームオレンジコーディネーター
高齢福祉課に配置

介護認定者のうち認知症の方
（鹿屋市：R6.10.1）

3,807人



155.1

99.9

123.7

148.8

116.7
103.3

118.3

子宮がん 脳血管疾患 糖尿病 腎不全

国を100とした場合（2018～2022年）

女性 男性

100

29.4

43.5 44.5 45.3 45.9

50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳

Ｒ４年代別一人当たり医療費 (単位：万円)

53
医療・福祉 医療費

30.9 
36.3 

40.3 
31.6 

36.6 

42.8 

2011 2013 2015 2017 2019 2021 2022

一人当たり年間医療費の推移

全国 鹿屋市

(単位：万円)

36.2

45.745.3

56.6

49.1

61.8

40-44歳 45-49歳 50-54歳

BMI
(体格指数)

腹囲

BMI(体格指数)・腹囲の基準値オーバー割合

鹿屋市「健康保険課」 鹿児島県健康増進課

腎不全、糖尿病、子宮がんの死亡割合が高い

年間医療費は全国より高く、55歳以降で急増
（国保加入者一人当たり）

(単位：％)

53



医療・福祉 健康診査

若年層からの健康教室

受診機会の提供
• 健（検）診の予約制（待ち時間短縮）

• 土日祝日や夜間健診の実施

女性の健康づくり支援
• レディース健(検)診の実施

子育て世代や働き盛り世代の健康診査

41.3 
44.7 43.1 42.9 

35.8 36.0 36.4 36.5 

2017 2019 2021 2022

県・国保 市・国保

市国保加入者のR4健診受診率

県内17位／19市

生活習慣の改善ができず
生活習慣病を発症する恐れがある

若い頃からの
健康に対する意識づけが大切

30歳代健診・特定健診
異常値が認められる人の割合は年齢とともに上昇

(単位：％)

54

生活習慣病予防と早期発見のため
「健診」が重要



スポーツ実施率は年々上昇 全国を上回る

スポーツ スポーツの振興 55

31.9％
（2017）

スポーツ
実施率

54.1％
全国：52％
（2023）

ひとり１スポーツの推進

かのや健康・スポーツクラブ
（総合型地域スポーツクラブ）

・バドミントン
・テニス
・ヨガ、３B体操 など

市民講座
（公民館、学習センター）

・体操
・サッカー
・陸上 など

・ノルディックウォーキング
・ウェルネス吹矢
・太極拳 など

☞グラウンド・ゴルフ、サイクリング、ウォーキング、
ニュースポーツ（簡単なルール、誰でもできる）など自分に合ったスポーツを見つけよう！

NIFSスポーツクラブ
（総合型地域スポーツクラブ）

体力の向上、ストレスの発散、生活習慣病の予防 など

スポーツの効果

鹿屋体育大学との連携

連携
協定

スポーツ合宿
・トップアスリートの誘致
・パフォーマンス測定 など

健康づくり
・健康づくり推進員養成
・高齢者へのフレイル予防 など

部活動の支援
・なのはなアスリートサポート
（体力・スキル測定、指導など）

大学スポーツを通じた地域サービスや
スポーツを「する・みる・ささえる」体験を提供

本市拠点のプロチームとの連携

CIEL BLEU KANOYA
（シエルブルー鹿屋）

MORI ALL WAVE KANOYA
（モリ・オールウェーブ・カノヤ）

（2015年設立）

（2020年設立）



地域経営 コミュニティ活動 56

町内会の地域活動
交流事業

防犯
☞防犯灯、見守り活動等

自主防災
☞届出避難所等

環境保全
☞ごみステーション管理
清掃活動等

など

ボランティア活動
☞子ども食堂（市内10）

地域で支え合う

有償ボランティア活動
☞10組織：ゴミだし、庭作業など

地域づくり
コミュニティ協議会
（中学校区単位で設立）

地域住民が主体的に
地域課題の解決に取り組む

☞伝統行事の継承
☞地域外との交流促進
☞高齢者等の生活支援
など

地域の暮らしに根付いた様々なコミュニティ活動

共生・協働によるまちづくりを推進

町内会活性化支援交付金（1,027件：R1～R5）

☞地域の活力を推進する町内会活動等に対する支援

町内会ネットワーク推進事業交付金（24件：R1～R5）

☞複数の町内会等で組織した団体が取り組む地域活動を支援



多文化共生社会 外国人 57

2012 2023

在留外国人の推移

外国人（地域の重要な担い手）と日本人の交流

言葉や地域のルール
が分からない外国人

を支える

多様性を認め合い
共に歩む社会

鹿屋市調べ

国籍 割合％

ベトナム 32

フィリピン 21

インドネシア 21

中国 ６

その他 20

困ったときの相談相手

１ 職場・学校の日本人

２ 友人（日本人以外）

３ 家族（日本以外在住）

困り事・知りたい情報

１ 税金

２ 日本語学習

３ 災害時の対応

アンケート結果

【イングリッシュカフェ】

気軽に英語を話せる場の提供

【異文化交流ひろば】

地域住民との意見交換・文化交流

【日本語教室】【生活支援】

民間「あいうえおおすみ」の支援

【生活便利手帳】

行政手続きを６か国語で紹介

主な就業種

１ 農林水産業

２ 製造業

３ 建設業

４ 医療・福祉

５ 卸売・小売業

【単位：人】

344

1,107



まちづくりの課題

持続可能なまちづくり（立地適正化計画）

市街地のスポンジ化

人口密度の低下

維持が困難

生活利便施設
維持補修の遅れ

道路や公園など

税収減少
インフラ維持の

コスト増加

維持が困難

公共交通

人口減少、高齢化

市街地拡散の進行

多極ネットワーク型
コンパクトシティ

誰もが安心して
生活できる

持続可能なまち

【主な取組】

• 区域内の居住を後押しする住宅取得支援

空き家解体補助

• 老朽化した都市インフラの計画的改修

• 中心市街地の低未利用地の利活用

• 主要な幹線道路や都市計画道路の整備

• 浸水被害等を軽減する排水路整備 など

58



さらなる人口減

運転手不足
利用者減少

【資料】国土交通省自動車局「皆で地域交通をつくるための各サービスの改善」鹿児島交通（株）鹿屋支社、鹿児島県統計年鑑、九州運輸局「九州統計情報」

公共交通 地域交通 59

地域交通の維持・確保

80
47 33

13

47 46

1975-1990 2006 2024.現在

民間運営 市運営

民間と行政でバス路線を維持

8,000

1,740

0

20

40

60

80

0

5,000

10,000

1975～1990年 2023年

１日当たりバス利用者は激減

移動手段の確保と利便性向上のための公共交通サービスの最適化
ダウンサイジング、経路やダイヤの最適化

人

人

くるりんバス

３系統
①花岡・上野線
②吾平・川東線
③輝北線

乗合ワゴン（公共ライドシェア） 乗合ワゴンのメリット
・自宅付近で乗り降り可能
・予約制（無人走行なし）

・最短経路での運行が可能
（定期路線でないため）



災害名 気象状況 主な被害の状況

平成28年
台風16号

最大瞬間風速40m
総雨量341㎜

高隈・輝北・串良地区で橋梁の流失や損壊が発生
家屋被害100棟、道路被害432箇所、農地被害90箇所

令和元年
７月豪雨

総雨量1,014㎜
輝北地域で大規模な土砂崩れ等が多数発生
家屋被害93棟、道路被害475箇所、農地被害114箇所

令和２年
７月豪雨

総雨量1,709㎜
新川、祓川、串良地区等で浸水被害が発生
家屋被害242棟、道路被害512箇所、農地被害163箇所

令和４年
台風14号

最大瞬間風速36m
総雨量410㎜

全域で法面崩壊・崩土、路肩決壊等が発生
道路被害403箇所、農地・農道・水路等被害140箇所

災害に強いまちづくり 近年の災害状況 60

観測史上最大
時間雨量
109.5mm観測



災害に強いまちづくり 総合雨水排水対策 61

総合雨水排水対策（浸水・冠水への対応）

（2014）

59か所 27か所
（2023）

冠水ヵ所

総合雨水排水対策事業計画
☞幹線排水路等の整備「排水対策」

☞公共施設による雨水の一時貯留「流出抑制対策」

☞「流域治水プロジェクト」と連携した対策の推進

整備後整備前

笠野原台地雨水排水懇談会
☞大学教授等の意見や助言等を踏ま
えた対策の検討

平常時 大雨時

雨水貯留状況
（新川寿東公園）

道路冠水被害の改善
（国道269号・札元地区）



災害に強いまちづくり 流域治水の取組 62

流域治水の取組
気候変動を踏まえた、水害に強い地域づくりのための治水対策

「肝属川水系流域治水プロジェクト」

新川地区の例（2020年7月）

国土交通省

【具体的な取組】
☞氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策（河道掘削、堤防強化、内水対策の強化 等）
☞被害対象を縮小させるための対策（土砂災害警戒区域等の指定 等）
☞被害の軽減、早期復旧・復興のための対策（防災計画・避難計画の作成 等）

和田新田

新川（排水路整備）
対策時期（R4.1～R4.10）
新川地区への流入を抑制するため、
分流排水路を整備

和田新田（用水路改修）
対策時期（R5.9～R6.2）
越水問題を解消するため、鹿屋分水路への
放流用排水路を整備

新川



自分の命は自分で守る（自助）
自分たちの地域は自分たちで守る（共助）

災害に強いまちづくり 防災・減災 63

防災・減災の取組

防災出前講座
（防災マップ活用等）

地域防災リーダーの育成

家屋耐震モデル
地域学習会

イベント等での

防災ブースの設置

届出避難所

大規模災害時福祉避難所

☞自主防災組織の判断で開設

☞要配慮者を対象に開設（指定５施設）

災救マップ スマホ等で確認

☞避難所の位置
☞開設・閉鎖・電気等のライフ
ライン、混雑の状況

避難所
57施設（一次15、二次12、その他30）
☞うちペット同行避難所：1施設
☞女性職員、女性消防隊・ローズ隊の配置
☞長期避難に備えた備蓄品

耐震化補助
鹿屋市支え愛ファミリー住宅改修応援事業



生活基盤 水道 64

統計でみる市区町村のすがた（総務省統計局）、鹿屋市調べ

安全・安心な、信頼される、未来につなぐ水道
将来にわたって安全で良質な水を安定して供給し続けるために

人口減少による給水収益の減少

水道管等の老朽化

水道施設の耐震化

漏水箇所の特定が困難

（有収率の低下）

生命を守る
ライフライン 健全経営で市民満足度の高い水道

安心できる水道

いつでもどこでも使える水道

持続

安全

強靭

全国平均 42.３％

県平均 29.6％

重要給水施設の基幹管路の

水道管耐震化適合率
（2022年度末）

61.2％

鹿屋市

生活排水対策の推進
公共下水道、農業集落排水施設

合併処理浄化槽設置

汚水処理人口普及率

76.7％
（2021年度末）

80.0％
（2023年度末）

現状
課題 （検討：例）

人工衛星画像と
AI解析を活用した漏水調査



環境 脱炭素

「ゼロカーボンシティかのや」（2022年宣言）

65

市民・事業者・行政が一体となって、脱炭素社会の実現に向けて取り組む

運輸部門と民生部門の対策を強化

~恵み豊かな自然環境を未来の子供たちに引き継ぐために~

二酸化炭素排出量
の目標

57万３千t
（2020）

実質ゼロ
（2050）

地球温暖化対策につながる取組を推進
●太陽光発電設備、太陽熱温水設備の導入（湯遊ランドあいら）
●個人向け太陽光発電設備・蓄電池の設置を支援
●身近な取組の推進（３キリプロジェクト など）

21

43

40

36

37

19
鹿屋市

全国

CO2 排出割合（％）

産業部門 民生部門 運輸部門
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環境 身近にできる環境対策

鹿屋市調べ

いっそうの減量・再資源化が必要

66

有料指定袋制導入

肝属地区清掃センター稼働
（ゴミ出しの基準を統一）

ごみ100ｇ減量
（一人一日当たり）

約1,900万円
の効果

（全国300位相当の順位）

おにぎり１個分

ひとり１日あたりごみ排出量（ｇ）

全国1,717自治体中

763位（R3）

横ばい

生ごみの回収
市内：171か所

燃やせるごみ
の減量

捨てればごみ
活かせば資源（肥料）

燃やせるごみとして
扱っていた

プラスチック製品を

資源として回収



市政運営 67

市政運営
～もっと身近な、もっと熱い、

もっと分かり易い 市政運営～

市民の皆さまとの対話を重視し、
安心して暮らせる、

持続可能なまちの発展を目指す



市民の皆様の声を市政に反映

市政運営 基本姿勢 68

市民の声
直行便

本気で
語ろう会

市民モニ
ター

高校生が
未来を語る会

かのやっ子
委員会

市政運営の基本姿勢

女性会議

出前講座

その他

『もっと身近な、もっと熱い、もっと分かり易い』

市政運営



市政運営 行政サービス 69

コンビニ交付
各種証明書（８種類）の発行

おくやみコーナー
死亡に伴う各種手続をワンストップで支援

施設予約システム
オンライン予約

ごみ出し情報、イベント情報、お知らせ
地域レポート、広報かのや、AEDマップ
避難所マップ

スマート窓口
証明書のオンライン申請等

キャッシュレス決済
発行手数料、市税等

鹿屋市DX推進計画
デジタル技術を利用した便利で快適な行政サービスの提供

～更なるサービス向上に向けて～

行政サービスの向上
「行かない」「書かない」「待たない」市役所

生活情報の発信
かのやライフ
登録者16,000人

（無料の市総合スマホアプリ）

公式LINE
登録者10,000人

（鹿屋市のLINE公式アカウント）



市政運営 シティプロモーション 70

全国広報コンクール
（市の部2020＆2023）

ＫＫＢふるさとＣM大賞2023

「かのやのアレを入手せよ」グランプリ

第44回

新聞広告賞

大賞

入選

動画：YouTube
再生回数：71万回

・動画（４本）
・ポスター
・SNS発信
・Web広告

YouTube
約145万回

R5年度総再生回数



市政運営 広域連携 71

観光

医療
広域連携の取組

暮らし
専門的な消費生活相談
（鹿屋市消費生活センター）

図書の広域貸し出し
（大隅広域図書館ネットワーク）

障がいに関する各種相談
（障がい者基幹（虐待防止）相談支援センター）

産科医確保の取組
（保健・医療の確保）

夜間急病センター
（救急医療の確保）

大隅が一体となった誘客・回遊の促進
（おおすみ観光未来会議・大隅広域観光開発推進会議）

今後の取組
公共交通網の広域再編、広域的な立地適正化の取組
施設・インフラなどの資源や専門人材の共同活用 など



海上自衛隊 鹿屋航空基地 72

自衛隊
わが国の安全保障と防衛を担う組織

共存共生

鹿屋市基地関係連絡協議会
☞地域住民と基地との相互理解

公共施設の整備推進
☞防衛施設周辺整備事業等を活用

隊員の方々との取組
☞戦没者追悼式
☞エアーメモリアルinかのや

鹿屋航空基地史料館
☞平和学習ツアーの受入

防衛施設が中心部に所在している
特性を生かしたまちづくり

本市の情報発信や観光交流人口の増加に向けた新たな取組など、更なる協力体制の構築



市政運営 これからの10年 73

市政の総合的な経営指針となる最上位計画

第３次
鹿屋市総合計画

策定中


